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長寿医療研究開発費 平成２８年度 総括研究報告 
 

在宅介護におけるネガティブアウトカムを呈する介護者の 
迅速な同定法の確立：サポートスキーム構築に向けて（２８－２８） 

 
主任研究者 荒井 由美子 国立長寿医療研究センター 長寿政策科学研究部 部長 

 
 研究要旨 
家族介護者にとって介護が負担であると、介護者自身が抑うつ症状や不適切

処遇などのネガティブアウトカムを呈し、在宅介護の継続が困難になることが

明らかになっている。従って、このようなネガティブアウトカムを呈する可能

性のある家族介護者（以下、ハイリスク介護者）を、臨床の現場において迅速

に同定することは喫緊の課題である。 
本研究では、申請者自身が開発し、わが国で最も頻用されている Zarit 介護負

担尺度日本語版短縮版(J-ZBI_8)における、不適切処遇に関しての介護負担の閾

値を算出した上で、ハイリスク介護者を迅速に抽出するための同定法を確立す

ることを第一の目的とする。次に、医師、看護師、ケアマネージャーらと協力

し、今般、確立した同定法の、もの忘れ外来や在宅介護の現場における実際の

運用状況を確認し、ハイリスク介護者に対するサポートスキームを作成するこ

とを第二の目的とする。 
本研究は、ハイリスク介護者を、もの忘れ外来や在宅介護の現場において迅

速に抽出し、迅速かつ適切な介護者支援に寄与できるものであり、認知症初期

集中支援チームにおける介護者支援の円滑な提供にも繋がるものと期待される。

以て、新オレンジプランにおける「認知症の人の容態だけでなく、家族等の負

担の状況をも適切に評価・配慮することが必要である」との記載事項を具現化

するものであると期待される。 
 
 

主任研究者 
荒井 由美子 国立長寿医療研究センター 長寿政策科学研究部 部長 
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 大久保 直樹 国立長寿医療研究センター 看護部 副看護師長 
 橋本 衛   熊本大学大学院 生命科学研究部神経精神医学分野 准教授 
 梶原 弘平  広島大学大学院 医歯薬保健学研究院 助教 
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Ａ．研究目的 
本研究では、申請者自身が開発し、わが国で最も頻用されている Zarit 介護負

担尺度日本語版短縮版(J-ZBI_8)における、不適切処遇に関しての介護負担の閾

値を算出した上で、ハイリスク介護者を迅速に抽出するための同定法を確立す

ることを第一の目的とする。次に、医師、看護師、ケアマネージャーらと協力

し、今般、確立した同定法の、もの忘れ外来や在宅介護の現場における実際の

運用状況を確認し、ハイリスク介護者に対するサポートスキームを作成するこ

とを第二の目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究は、ハイリスク介護者を迅速に抽出するための同定法を確立すること、

確立した同定法の臨床や在宅介護の現場における実際の運用状況を確認し、ハ

イリスク介護者に対するサポートスキームを作成することを目的とし、以下に

示した通りの分担で研究を行うものである。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究の実施にあたっては、分担研究者それぞれの所属組織における倫理委

員会の承認を得る。また、対象者に対しては研究の目的等を文書にて説明し、

研究協力の受諾の自由、得られたデータの研究目的以外での不使用、データ収

集における拒否の自由、研究協力の同意撤回の自由等について説明した上で、

同意を得る。対象者のデータは、匿名化し、対象者登録の際から識別番号に変

換した上でデータを管理する。また、識別番号と対象者を一致させることがで

きる対応表は、パソコン上では管理せずに、紙媒体のみに記載して研究者の施

錠できる棚にて管理する。調査票、収集したデータおよび書類は、研究者の施

錠できる棚で管理する。 
 
 
  



- 3 - 
 

研究範囲が広範であるため、以下、分担研究ごとに、 
Ａ．研究目的、Ｂ．研究方法、Ｃ．研究結果、Ｄ．考察・結論 
について報告する。 
-------------------------------------------------------------- 

１．在宅介護におけるネガティブアウトカムに係る評価法の検討 
（主任研究者：荒井 由美子） 

 
Ａ．研究目的 
本研究では、主任研究者（荒井由美子）自身が開発し、わが国で最も頻用さ

れている Zarit 介護負担尺度日本語版短縮版(J-ZBI_8)における、不適切処遇に

関しての介護負担の閾値を算出した上で、ハイリスク介護者を迅速に抽出する

ための同定法を確立するとともに、確立した同定法の運用状況を確認し、ハイ

リスク介護者に対するサポートスキームを作成することを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
平成 28 年度は、研究開始にあたって、J-ZBI_8 に基づいたハイリスク介護者

同定法およびハイリスク介護者に対する簡便な支援の方法について、原案を作

成した。当該原案をもとに、介護者支援の実現可能性について、外来における

看護師の動線等も含め検討を行った。また、ハイリスク介護者同定にあたり、

介護に係る depression 以外のネガティブアウトカムに関して、某自治体におけ

る要介護高齢者の主たる家族介護者に関する大規模データベースを用いて、不

適切処遇に関しての J-ZBI_8それぞれのAUC(Area under Curve)の値を算出し、

Akobeng の基準に基づき予測能が充分であるかどうか検討を行った。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究における調査の実施に際しては、国立長寿医療研究センターの倫理委

員会より承認を得た（受付番号 966）。 
 
Ｃ．研究結果 
 看護師らとの協議で確定したハイリスク者同定の手法は、国立長寿医療研究

センターもの忘れ外来における受診患者の介護者（同伴者）に対し、問診の一

環として、J-ZBI_8 や家族介護者の介護状況全般等を調査し、介護者の J-ZBI_8
得点を算出した。算出した得点が介護に関するネガティブアウトカムの閾値が

（Arai&Zarit, 2014）以上であった場合には、ハイリスク介護者であるとした

（ハイリスク者の同定）。また、介護者支援の実現可能性について、外来におけ

る看護師の動線等も含め検討を行い実現可能性については確認できた。なお、
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Akobeng の基準に基づき、AUC が充分に高いと認められた不適処遇は

restriction to bedroom”(0.77)であった。 
 
Ｄ．考察と結論 
 今般、不適切処遇を行っている家族介護者の割合、並びに介護負担からの予

測能が高い不適切処遇行為を、サンプリングバイアスの少ない大規模調査によ

って明らにすることができた。また、外来看護師との頻回な動線の確認により、

外来においてハイリスク者を同定することが可能であることが確認された。 
 
Ｅ．健康危険情報 
 特記すべきことなし 
 
【研究協力者】 
 水野洋子、野口知里（国立長寿医療研究センター 長寿政策科学研究部） 
 
-------------------------------------------------------------- 

２．もの忘れ外来における介護者に対するサポートスキームの検討：介護者へ 
のアプローチ方法の検討 

（分担研究者：荒井 由美子、大久保 直樹） 

 
Ａ．研究目的 
外来における介護者の負担を把握し、支援の方法を検討する。 

 
Ｂ．研究方法 
主任研究者及び主任研究者の研究協力者と打ち合わせを行い、調査当日の質

問票配布、回収方法、サポート対象の抽出方法や外来における介護者支援の方

法を、複数回に亘り検討した。 
検討した結果を、外来担当看護師及びクラークらに周知し、理解を得た。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究における調査の実施に際しては、国立長寿医療研究センターの倫理委

員会より承認を得た（受付番号 966）。 
 
Ｃ．研究結果 
本研究では、日本語版 Zarit 介護負担尺度短縮版（J-ZBI_8）の 8 項目にお答

えいただき、合計点を算出することで、在宅で介護を行っている方の介護負担
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を簡単に把握することとした。 
 
Ｄ．考察と結論 
 外来看護師にとって、外来受診した患者を支援することは大切なことである

が、同時に、患者を介護している家族を支援していくことも重要なことであり、

支援にあたっては、まずは、在宅介護による家族の負担を把握することが大切

であると考えられた。 
 
Ｅ．健康危険情報 
 特記すべきことなし 
 
-------------------------------------------------------------- 

３．認知症患者介護者の介護負担に対する、専門職による集団心理教育の有用性の

検討 
（分担研究者：橋本 衛） 

Ａ．研究目的 
 認知症者の家族介護者の介護負担感が増大することによって、介護者の抑う

つや患者の早期の施設入所などさまざまな負の転機がもたらされるため、介護

者の負担感をいかにして軽減するかは重要な課題である。そこで本研究では、

多職種の認知症専門職による家族介護者への集団心理教育が、大学病院通院中

の認知症患者の介護者の負担の軽減に寄与するかどうかを検証した。 
 
Ｂ．研究方法 
対象は、熊本大学附属病院認知症専門外来に通院する患者の中から、一定の

要件を満たす男性アルツハイマー型認知症患者の家族介護者４名である。対象

者に対して、集団心理教育プログラムを講義形式で実施した。講師は、認知症

専門医、認知症看護認定看護師など多職種で構成した。プログラムの有効性の

指標として、家族介護者に対して、CSE-D、SF-8、J-ZBI を実施し、プログラム

実施前後間で比較した。さらに介護者の性格を TIPI-J で、プログラムに対する

満足度を CSQ-8J を用いて評価した。対象者全例に対して研究の目的等を文書に

て説明し、書面にて同意を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
プログラムを受講したことに対する満足度は、いずれの介護者も高かった。

プログラムの有効性については、２名の介護者において、介護負担、抑うつが
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プログラム実施後に軽減したが、残り２名の介護者は、プログラム実施後に抑

うつ、介護負担、QOL がやや悪化していた。 
 
Ｄ．考察と結論 
介護負担や抑うつが軽減した２名については、本プログラムが有効であった

可能性を示唆しているが、軽度悪化した２名については、本プログラムの性質

を考慮すればプログラムが悪影響を及ぼしたというよりも、介入期間中に患者

の BPSD や ADL が悪化し介護負担が増大した可能性が考えられた。次年度以降

は、新たな対象者に集団心理教育プログラムを実施し対象者数を増やすととも

に、BPSD と ADL の評価を加え、さらに１年後の評価を実施予定である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 特記すべきことなし 
 
-------------------------------------------------------------- 

４．在宅介護の現場におけるサポートスキームの検討：在宅介護専門職の活用

に向けて 
（分担研究者：梶原 弘平） 

 
Ａ．研究目的 
本年度の研究目的は、在宅介護者のネガティブアウトカムの同定法とサポー

トスキームの検討を目的とした。 
 

Ｂ．研究方法 
介護者支援に関心のある介護施設を数施設選定し、研究依頼を行った。その

中で、協力を得られた在宅要介護者に介護サービスを提供している在宅介護 2
施設の施設担当者と、「介護負担感」についての勉強会を開催し知識の共有を行

った。また、合わせて在宅介護におけるネガティブアウトカムの同定法を、老

年医学の研究者、老年看護学を専門とする大学教員、介護支援専門員等の各種

専門職で内容を検討した。その内容を再度、研究協力施設の介護支援専門員と

実現可能性について検討を行った。 
 
Ｃ．研究結果 
研究開始前に、同定法とサポートスキームの内容の検討を、老年医学を専門

とする研究者、老年看護学を専門とする大学教員、認知症高齢者に実際にサー

ビスを提供している介護支援専門員の間で内容的妥当性の検討を行い、内容的
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妥当性及び研究の実現性を確認した。同時に研究対象者の検討を行い、サポー

トスキームの構築の具体的な介入方法の検討のために、研究対象者を先行研究

において BPSD 等により要介護高齢者の介護者よりも介護負担がより大きいと

指摘されている認知症高齢者の在宅介護者を対象とした。次年度に実施予定の

サポートスキームの臨床応用可能性を検討するための、研究協力施設の担当者

と協議を行い、研究対象者となる認知症高齢者の介護者の抽出等の対象集団の

構築を進めており、研究計画について研究者が所属する機関の倫理審査委員会

で承認を受けた。本研究では、先行研究の結果等も踏まえて、臨床応用につな

げる同定法とサポートスキームの検討のために、研究者だけでなく認知症高齢

者にサービスを提供している介護支援専門員とも内容の共有とサポートスキー

ムの検討を行った。同時に、先行研究等を参考にして、研究デザインの検討も

行った。 
 

Ｄ．考察と結論 
本年度の研究により、在宅介護者におけるネガティブアウトカムの同定法と

サポートスキームの内容的妥当性が確認された。今後は、この検討した内容を

踏まえて、実践的な効果の予備的な検証につなげていく予定である。 
 

Ｅ．健康危険情報 
 特記すべきことなし 
 
-------------------------------------------------------------- 

Ｆ．研究発表 
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